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「骨太の方針」、規制改革実施計画を閣議決定 

ソフトメーター、変動運賃制度の推進を記述 
 

 政府は６月７日、経済財政諮問会議の答申にもとづき「経済財政運営と改革の基

本方針2022」（骨太の方針）と規制改革推進会議の答申に基づき「規制改革実施計

画」を閣議決定しました。 

 骨太の方針では、デジタルトランスフォメーション（DX）の推進を掲げ、交通分

野では、自動運転車や空飛ぶ車、MaaSの推進をうたい、規制緩和とデジタル化を進

めるとしています。 

 規制改革実施計画では、ソフトメーターについては、速やかに規格を決定し措置

する、変動運賃制度については、実証実験の結果に基づき、利用者ニーズや運用上

の課題について検討し結論を得た上で、できるものから措置するとしています。 

 

 注．デジタルトランスフォーメーション（DX＝Digital Transformation）とは、デジタル

技術を浸透させることで人々の生活をより良い方向に変革すること。とくに、既存の価値観

や枠組みを覆すような革新的な変革をもたらすものという意味。英語圏では交差するという

意味の「trans」を「X」と略すことがあるため「DT」ではなく「DX」と表記される。 

 

 

令和４（2022）年６月７日 閣議決定 

経済財政運営と改革の基本方針2022 

(5) デジタルトランスフォーメーション（DX）への投資 

 デジタル時代に相応しい行政、規制・制度に見直すため、デジタル改革・規制改

革・行政改革を一体的に推進する。今後３年間の集中改革期間において、「デジタ

ル原則に照らした規制の一括見直しプラン」に基づく目視規制や常駐専任規制等の

法令等の見直しなどを行い、デジタル原則への適合を目指す。また、自動運転車や

空飛ぶクルマ、低速・小型の自動配送ロボットの活用を含む物流・人流分野のDXや

標準化、MaaSの推進のほか、センサー、ドローン、AI診断、IoT技術、ビッグデータ

分析など、あらゆる技術を活用するためのテクノロジーマップを整備し、実装を加

速させる。（中略） 

 我が国経済の持続的かつ健全な発展と国民の幸福な生活の実現に寄与するデジタ
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ル社会の形成に向け、デジタル庁を中心に、政府全体で、「デジタル社会の実現に

向けた重点計画」に基づき、デジタル３原則を基本原則としつつ、行政のデジタル

化を着実に推進する。2022年度末にほぼ全国民にマイナンバーカードが行き渡るこ

とを目指すとの方針の下、マイナンバーカードの利活用拡大等の国民の利便性を高

める取組を推進するとともに、市町村における交付体制の強化に向けた支援を行う

など、適切な広報も含め、マイナンバーカードの普及に取り組む。  

 デジタル庁を中心に、デジタル社会の実現において不可欠なデータ基盤強化を図

るため、「包括的データ戦略」に基づき、医療・介護、教育、インフラ、防災に係

るデータ・プラットフォームを早期に整備する。 

 マイナポータルの利便性向上など、個人や法人の税務始め各種手続の負担軽減に

向けた検討を進める。また、困窮世帯への迅速・的確な公的給付実現のためマイナ

ンバーを用いるなど、給付事務等への活用を念頭に行政機関間の情報連携を推進す

る。 

 また、総務省は、「自治体DX推進計画」を改定し、デジタル人材の確保・ネット

ワーク強化やAI・RPA等のデジタル技術や自治体マイナポイントの活用など、国の取

組と歩調を合わせた地方自治体におけるデジタル化の取組を推進する。 

（分散型国づくり・地域公共交通ネットワークの再構築） 

 我が国の成長と国民生活を支えるサプライチェーンの強化や観光等による地域活

性化に向けた環境整備のため、高規格道路、整備新幹線、リニア中央新幹線、港湾、

漁港等の物流・人流ネットワークの早期整備・活用、航空ネットワークの維持・活

性化、港湾の24時間化も念頭においたAIターミナルの実現、造船・海運業等の競争

力強化等に取り組む。 

 リニア中央新幹線について、水資源、環境保全等の課題解決に向けた取組を進め

ること により品川・名古屋間の早期整備を促進するとともに、全線開業の前倒し64

を図るため、建設主体が2023年から名古屋・大阪間の環境影響評価に着手できるよ

う、沿線自治体と連携して、必要な指導、支援を行う。 

 デジタル田園都市国家構想の実現に資する持続可能で多彩な地域生活圏の形成の

ため、交通事業者と地域との官民共創等による持続可能性と利便性の高い地域公共

交通ネットワークへの再構築に当たっては、法整備等を通じ、国が中心となって交

通事業者と自治体が参画する新たな協議の場を設けるほか、規制見直しや従来とは

異なる実効性ある支援等を実施する。また、モーダルコネクト65の強化や自転車利用

環境の充実、通学路等の交通安全の確保に係る対策の推進、バリアフリーの推進等

に取り組む。 

 自動運転等の技術開発動向を踏まえたインフラ機能の充実を図る。 北海道知床で

64 リニア中央新幹線については、2016年、建設主体の当時の2045年の東京・大阪間の全

線開業計画について全線開業までの期間の最大８年間前倒し（最速2037年）を図るた

め、財政投融資を活用して2016年、2017年の２年間で３兆円の長期、固定、低利の貸付

けを行った。 

65 高速バスや鉄道、乗用車、路線バスなどの交通モード間の接続。 
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発生した遊覧船事故を受け、小型船舶を使用する旅客輸送における総合的な安全対

策及び海上保安庁の救助・救急体制の強化に取り組む。 

 

 

令和４（2022）年６月７日 閣議決定 

規制改革実施計画 

 

(7) ＤＸを通じたタクシーの利便性向上 

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 

12 

 

ＤＸを通じ

たタクシー

の利便性向

上 

a 国土交通省は、ソフトメーターの導

入に当たって、令和３年10月から11

月にかけて行った実証実験の結果に

基づき、ソフトメーターの規格策定

に必要となる事項について、「ソフ

トメーターの導入に向けた検討会」

等で指摘された課題等を含め、検討

する。その際、ソフトメーターが具

備すべき機能やその活用に関して

は、利用者から運賃を収受するに当

たって十分な正確性を確保すること

を前提として、ソフトメーターの導

入を通じてタクシー事業全体のＤＸ

化が進められるよう、配車アプリ事

業者等の参画も得て検討を進めてい

くこととし、検討の結果を踏まえ

て、速やかにソフトメーターの規格

を決定し、措置する。 

 

b 国土交通省は、変動運賃制度の在り

方について、令和３年10月から12月

にかけて行った実証実験の結果に基

づき、利用者ニーズや運用上の課題

への対応について検討し結論を得た

上で、できるものから措置する。な

お、その検討に当たっては、公共交

通機関に求められる妥当性に引き続

き配慮するとともに、利用者や事業

者の声に十分に配慮しつつ制度設計

を行う。 

a,b ： 令 和

４ 年 度 検

討・結論、

結論を得次

第速やかに

措置 

国土交通省 

 


